




















  一 はじめに 
  二 記名株式譲渡方法の変遷と株主名簿の名義書換の意義 
  三 株主名簿の名義書換の効力 
  四 株券不発行会社における株主名簿法理 
  五 振替株式と株主名簿法理 
  六 譲渡制限株式と株主名簿法理 
  七 基準日と株主名簿法理 
  八 有価証券法理の復活と株主名簿制度 
第一章 株主名簿制度効力論 
 第一節 株主名簿制度効力論 
  一 はじめに 
  二 対会社株主権対抗力制限効 
  三 資格授与的効力（株主権推定力） 
  四 会社免責力 
  五 おわりに 
  六 法改正に関する付記 
 第二節 無権利者の請求による名義書換 
  一 問題意識の提示 
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  二 名義人株主の地位 
  三 前名義人の地位 
  四 おわりに 
 第三節 個別株主通知の効力 
  一 株券保管振替制度から株式振替制度へ 
  二 振替株式と株主名簿の関係 
  三 株主名簿制度の法的意義 
  四 個別株主通知の効力 
  五 法改正に関する付記 
 第四節 株主名簿上の名義〔演習〕 
 第五節 名義書換未了株主の会社に対する法的地位〔演習〕 
 第六節 他人名義による出資の引受〔判例研究〕 
 第七節 有限会社において、持分譲渡に伴わずに生じた「失念持分」の帰属先〔判例研 
究〕 
第二章 基準日と株主 
 第一節 株式の流通・発行と基準日 
  一 決算と定時株主総会 
  二 決算日における株主名簿上の株主 
  三 株主名簿の閉鎖と基準日 
  四 会社法における基準日を巡る解釈 
  五 法改正に関する付記 
 第二節 基準日後株主による取得価格決定申立 
  一 問題意識の提示 
  二 全部取得決議に係る取得価格決定申立 
  三 全部取得条項付種類株式設置に係る株式買取請求 
  四 基準日後株主による取得価格決定申立 
  五 おわりに 
 第三節 議決権行使基準日後株主と全部取得条項付種類株式取得価格決定申立権〔判例 
研究〕 
第三章 定款による株式譲渡制限制度の法的構造 
 第一節 定款による株式譲渡制限制度の法的構造 
  一 はじめに 
  二 取締役会の承認のない譲渡制限株式譲渡の効力 
  三 株式譲受人からの譲渡承認・先買権者指定請求 
  四 株主名簿制度と名義書換請求 
  五 取締役会の承認の法的構造 
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  六 無記名株式・端株と譲渡制限 
  七 法改正に関する付記 
 第二節 取締役会の承認のない譲渡制限株式の譲渡の効力と譲渡人･譲受人の地位 
  一 いわゆる相対説とその問題点 
  二 私見の提示 
  三 京都地裁昭和六一年一月三一日判決の評価 
  四 昭和六三年最判批判説の評価 
  五 株主名簿の効力と譲渡制限――株式譲渡人の地位 
  六 株式譲受人の地位――会社との関係 
  七 法改正に関する付記 
 第三節 会社の行う株式の譲渡制限について 
  一 はじめに 
  二 定款による譲渡制限 
  三 契約による譲渡制限 
  四 法改正に関する付記 
 第四節 商法三五○条一項の株券提出期間経過後になされた未提出株券の交付による株 
式譲渡の効力〔判例研究〕 
 第五節 譲渡制限株式に関する譲渡承認および相手方指定請求撤回の時期〔判例研究〕 
 第六節 日刊新聞紙の発行を目的とする株式会社の従業員持株制度における合意の有効 
     性〔判例研究〕 
第四章 株券法理 
 第一節 株券法理 
  一 はじめに 
  二 記名株式と株券の発行 
  三 記名株式の譲渡と株券の交付 
  四 記名株式の権利行使と株券 
  五 記名株券上の株主名の記載 
  六 おわりに 
  七 法改正に関する付記 
 第二節 単位としての株式 
  一 はじめに 
  二 単位としての株式に関する法規整の変遷 
  三 資本の単位としての株式と社員権の単位としての株式 
  四 資本・法定準備金 
  五 株式の内容と単位 
  六 おわりに 
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  七 法改正に関する付記 
 第三節 単位株制度 
  一 単位株制度の前提 
  二 過渡的な単位株制度 
  三 単位株制度の廃止と単元株制度の創設 
  四 制度改正に関する付記 
第四節 株式会社とは何か 
 一 はじめに 
 二 会社概念 
 三 有限責任、資本、株式 
 四 会社機関 
 五 おわりに 
 六 法改正に関する付記 
第五節 会社の法的性質と新会社法 
 一 はじめに 
 二 会社の商人性と営利性 
 三 会社の社団性 
第六節 仮装払込による募集株式の発行等 
 一 改正の経緯 
 二 平成二六年改正の概要 
 三 仮装出資者の支払等義務の法的性質 
 四 仮装出資関与取締役・執行役の支払義務 
 五 仮装出資による株式の権利行使制限 
 六 改正法務省令 














 第三節 個別株主通知の効力 
「個別株主通知の効力」山本爲三郎編『企業法の法理』（二〇一二年三月三〇日、慶應 
義塾大学出版会）五七～八二頁 
 第四節 株主名簿上の名義〔演習〕 
「演習商法」（表題付加）法学教室三六一号（二〇一〇年一〇月一日）一二六～一二七 
頁 
 第五節 名義書換未了株主の会社に対する法的地位〔演習〕 
「事例商法入門１０ 名義書換未了株主の会社に対する法的地位」受験新報五〇巻一 
〇号（二〇〇〇年九月一日）八～一一頁 
 第六節 他人名義による出資の引受〔判例研究〕 
判例研究〔商法五七〇〕「他人名義による出資の引受」法学研究八九巻一一号（二〇一 
六年一一月二八日）六三～七四頁 


























 第三節 会社の行う株式の譲渡制限について 
「会社の行う株式の譲渡制限について」法学研究六六巻一号（一九九三年一月二八日） 
一四三～一六六頁 





 第五節 譲渡制限株式に関する譲渡承認および相手方指定請求撤回の時期〔判例研究〕 
「譲渡制限株式に関する譲渡承認および相手方指定請求撤回の時期」平成１５年度重 
要判例解説（別冊ジュリスト一二六九号、二〇〇四年六月一〇日）一〇四～一〇五頁 
 第六節 日刊新聞紙の発行を目的とする株式会社の従業員持株制度における合意の有効 






 「株券法理」倉沢康一郎＝奥島孝康編『岩崎稜先生追悼論文集 昭和商法学史』（一九 
九六年一二月二〇日、日本評論社）七四三～七六八頁 
 第二節 単位としての株式 
「単位としての株式」倉澤康一郎先生古稀記念『商法の歴史と論理』（二〇〇五年七月 
一六日、新青出版）九〇三～九三一頁 
 第三節 単位株制度 
「単位株制度」法学教室三五〇号（二〇〇九年一一月一日）一六～一七頁 
 第四節 株式会社とは何か 
「株式会社とは何か」山本爲三郎編『新会社法の基本問題』（二〇〇六年二月二八日、 
慶應義塾大学出版会）三～二六頁 
 第五節 株式会社の法的性質と新会社法 
「株式会社の法的性質と新会社法」法の支配一五三号（二〇〇九年四月三〇日）三四 
～四二頁 
 第六節 仮装払込による募集株式の発行等 
「仮装払込による募集株式の発行等」鳥山恭一＝福島洋尚編『平成 26年会社法改正の 
分析と展望』金融・商事判例一四六一号（二〇一五年三月一五日）四〇～四七頁 










































































































































































































































































































































































































副査  朝日大学法学部教授 
慶應義塾大学名誉教授 法学博士 
 
（宮島 司） 
